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要  望  書 

 

 文部科学省におかれましては、日ごろより生涯学習行政の充実・発展へのご尽力

と当協議会への格別のご理解ご協力に対しまして、あらためて敬意と感謝を申し上

げます。 

 さて、第 9 期中央教育審議会生涯学習分科会において平成 30 年 12 月 21 日

に取りまとめられた「人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方

策について（答申）」では、今後の地域における社会教育の在り方として、「人づく

り・つながりづくり・地域づくり」に向け、学びへの参加のきっかけづくりの推進や多

様な主体との連携・協働の推進、多様な人材の幅広い活躍の促進・社会教育の基

盤整備と多様な資金調達手法の活用等が具体的な方策として示されました。 

また、第 10 期生涯学習分科会において行われた議論では、新型コロナウイルス

感染症への対応を通じ、ICT などの新たな技術を活用した学びの可能性が示され

た一方、ICT 機器を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差（デジタル・

ディバイド）の解消が課題となるなど、誰一人取り残されることのない社会的包摂の

必要性が指摘されています。 

Society5.0 に向け、新しい技術を活用した学びの利点を最大限に生かし、生

涯学習・社会教育の取り組みをさらに充実・発展させていくことが求められるととも

に、学びを通じてあらゆる人々が、生きがいを創り出し、こころの豊かさを育み、命

を守るための生涯学習・社会教育が重要であります。 

 こうした観点から、これからの地域における包摂的な生涯学習の推進に向けて、

次の事項について要望いたします。 

  



1. 生涯学習・社会教育施設における ICT を活用した新しい生涯学習の環境整

備に係る財政支援 

 

 GIGA スクール構想により、子どもたち一人ひとりが ICT を活用できる環境が整備

されつつあります。持続可能な社会の担い手として誰一人取り残すことなく、公正に個

別最適化された学びや創造性を育む学びに結び付くものです。 

同様に、ICT の活用能力を身に付ける機会が少なかった高齢者などにも、身近な地

域で自分のペースで学べる場を提供することは非常に重要であります。 

平成 30 年度に実施された社会教育調査によれば、日本の公民館のうち、「市民が

利用でき、違法・有害情報を排除するための措置を行っているコンピュータを設置し

ている公民館」はわずか約 8.9%で、生涯学習センターでも約 27.0%と、十分に整っ

ているとは言えないのが現状であります。 

地域の生涯学習・社会教育施設におけるコンピュータの設置や Wi-Fi の整備など、

Society5.0に向けたこれからの生涯学習・社会教育に必須となる機能整備に係る費

用について、財政支援を要望いたします。 

 

2. 生涯学習・社会教育施設の老朽化に伴う改修や更新等の長寿命化対策に係

る財政支援 

 

オンライン学習には、時間的・空間的な制約を超えた学びがより一般的になり、また

一人ひとりのニーズに応じた学びが可能となるなど、多くの利点があります。一方で、

オンライン学習によって人と対面し学ぶことや活動することの利点を全て代替すること

はできないため、それぞれの利点を最大限に生かしたハイブリッドな取り組みが求め

られます。そのために欠かせない生涯学習・社会教育施設は、その多くが建設から 30

年以上を経過するなど老朽化が著しく、設置者である地方自治体は改修や設備更新

を迫られている状況にあります。 

安定的に学びの場を提供するため、施設の長寿命化に係る費用について、財政支

援を要望いたします。 

 

3. 障がい者等の生涯学習に関する取り組みの推進及び財政支援 

 

誰一人取り残すことのない包摂的社会の実現には、誰もが学びたいときに学べる環

境を整備することが重要ですが、現状では障がい者の学びの場が充実しているとは

言えません。「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」（読書バリアフリ

ー法）が施行されたように、今ある様々な生涯学習の機会を障がいの有無にかかわら

ず共に学ぶことができる場とするため、環境整備に係る費用についての財政支援とと

もに、取り組みの推進を要望いたします。 

 

4. 生涯学習に係る人材育成への支援 

 

 社会課題や地域課題の高度化、複雑化している現代においては、一人ひとりが学び、

その成果を生かすことが重要です。しかし、社会人の学び直し（リカレント教育）の推進

にあたっては、生活基盤や環境によって個人差が生じます。また、学びの成果を還元

する仕組みづくりができる人材も求められており、社会教育士等の資格取得を推進し

ていく必要があります。 

学びの機会を充実させるため、様々な学習に対する費用補助や、オンライン環境等

の整備を要望いたします。 

 さらに、人口減少や高齢化、つながりの希薄化などの課題に直面するなか、地域と学

校が連携・協働し、学校を核とした地域づくりを目指す地域学校協働活動は、地域の

未来を担う子どもたちが豊かな学びや体験の機会を得て成長し、地域に愛着を持ち、

地域に貢献したいと考える人材の育成につながるものです。 

 持続的・安定的に事業を推進するためにも、現在実施いただいています「地域と学

校の連携・協働体制構築事業」の財政支援の継続を要望いたします。 

 

5. 全国生涯学習市町村協議会との連携 

 

日本・世界各地の先進的事例や各種教育プログラムなど生涯学習に関する情報提

供や、全国生涯学習市町村協議会加盟市町村の取り組み情報の発信について、引き

続き格別のご高配を賜りますようお願いいたします。 
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